
鳥取県中山間地域共同施設災害復旧事業補助金交付要綱（旧要綱）との対比 

 

新 要 綱 旧 要 綱 

 

名称 

 鳥取県地域共同施設災害復旧事業補助金交付要綱 

 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、鳥取県内において、台風や局地

的集中豪雨などの風水害や地震等の異常な天然現

象（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和

２６年法律第９７号）第２条に規定する災害）によ

り、地域の振興に寄与する地域内の共同施設（地域

自治会等で管理している生活道路、用排水路、広場、

児童利用遊具等（以下「共同施設」という。））に

被害が生じた場合、被災した共同施設の復旧に必要

となる経費の一部を助成することにより、防災面で

の共同施設機能を維持し、地域の活性化と住民生活

の安全安心を支援することを目的として交付する。

なお、本補助金の交付先は、地域づくりの主体で

ある市町村とし、市町村の主体的な取組を支援す

る。 

 

 

 

 

 

（補助金の交付） 

第３条 

２ 本補助金の額は、前項に規定する補助事業に要す

る経費（別表第４欄の直接補助対象経費又は間接補

助対象経費をいう。）の額(仕入控除税額（補助対

象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当す

る額のうち、消費税法(昭和63年法律第108号）に規

定する仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額と、当該金額に地方税法（昭和25年法律第

226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額

 

名称 

鳥取県中山間地域共同施設災害復旧事業補助金交付

要綱 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、鳥取県みんなで取り組む中山間

地域振興条例（平成２０年１０月鳥取県条例第６３号）

及び鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例第２

条第１項第４号の規則で定める地域を定める規則（平

成２０年１１月鳥取県規則第９１号）で定める地域に

おいて、台風や局地的集中豪雨などの風水害や地震等

の異常な天然現象（公共土木施設災害復旧事業費国庫

負担法（昭和２６年法律第９７号）第２条に規定する

災害）により、中山間地域の振興に寄与する地域内の

共同施設（地域自治会等で管理している生活道路、用

排水路、広場、児童利用遊具等（以下「共同施設」と

いう。））に被害が生じた場合、被災した共同施設の復

旧に必要となる経費の一部を助成することにより、防

災面での共同施設機能を維持し、中山間地域の活性化

と住民生活の安全安心を支援することを目的として交

付する。 

なお、本補助金の交付先は、地域づくりの主体であ

る市町とし、市町の主体的な取組を支援する。 

 

（補助金の交付） 

第３条 

２ 本補助金の額は、前項に規定する補助事業に要す

る経費（別表第４欄の直接補助対象経費又は間接補

助対象経費をいう。）の額に２分の１を乗じて得た

額（千円未満の端数は切り捨てるものとし、３００

千円を限度とする。）以下とする。 

 

 

 



の合計額をいう。以下同じ。）を除く。）に２分の

１（以下「補助率」という）を乗じて得た額（千円

未満の端数は切り捨てるものとし、３００千円を限

度とする。）以下とする。 

 

（交付申請の時期等） 

第４条 

１ 略 

２ 略 

３ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請

に当たり、仕入控除税額が明らかでないときは、前条

第２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助

対象経費の額に補助率を乗じて得た額（以下「仕入控

除税額を含む額」という。）の範囲内で交付申請をする

ことができる。 

 

（交付決定の時期等） 

第５条 

１ 略 

２ 略 

３ 知事は、前条第３項の規定による申請を受けたと

きは、第３条第２項の規定にかかわらず、仕入控除税

額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。

この場合においては、仕入控除税額が明らかになった

後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更さ

れた場合は、変更後の額とする。以下「交付決定額」

という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額す

るものとする。 

 

（実績報告の時期等） 

第１１条 規則第１７条第１項の規定による報告（以

下「実績報告」という）は、次に掲げる日までに行

わなければならない。 

１ 略 

２ 略 

３ 補助事業者は、実績報告に当たり、その時点で明

らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控

除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税

 

 

 

 

 

（交付申請の時期等） 

第４条 

１ 略 

２ 略 

 

 

 

 

 

 

 

（交付決定の時期等） 

第５条 

１ 略 

２ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実績報告の時期等） 

第１１条 規則第１７条第１項の規定による報告は、

次に掲げる日までに行わなければならない。 

 

１ 略 

２ 略 

 

 

 



額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える

場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除

して報告しなければならない。 

４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入

控除税額が確定した場合において、その額が実績報告

控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超

えるときは、当該交付決定控除税額）を超えるときは、

様式第４号により速やかに知事に報告し、知事の返還

命令を受けて、その超える額に対応する額を県に返還

しなければならない。 

 

様式第１号（第４条関係） 

 

平成  年度鳥取県地域共同施設災害復旧事業 

（変更）計画（報告）書 

 

１ 略 

 

２  地域共同施設災害復旧事業費内訳 
 
３ 略 
 
４ 略 
 

様式第２号（第４条、第１１条関係） 

 
平成 年度鳥取県地域共同施設災害復旧事業補助金

事業収支予算（決算）書 
 
様式第３号（第５条関係） 
                   第       号

年   月   日

 

    様 

 

職 氏 名  印 

 

平成  年度鳥取県地域共同施設災害復旧事業補助

金交付決定通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第１号（第４条関係） 

 

平成  年度鳥取県中山間地域共同施設災害復旧事業

（変更）計画（報告）書 

 

１ 略 

 

２  中山間地域共同施設災害復旧事業費内訳 
  
３ 略 
 
４ 略 
 
様式第２号（第４条、第１１条関係） 

 

平成 年度鳥取県中山間地域共同施設災害復旧事業

補助金事業収支予算（決算）書 
 

様式第３号（第５条関係） 
                   第       号

年   月   日

 

    様 

 

職 氏 名  印 

 

平成  年度鳥取県中山間地域共同施設災害復旧事

業補助金交付決定通知書 

 



 平成  年  月  日付の申請書（以下

「申請書」という。）で申請のあった平成  年度鳥

取県地域共同施設災害復旧事業補助金（以下「本補助

金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭

和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」とい

う。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付

することに決定したので、規則第８条第１項の規定に

より通知します。 

 

２ 略 
 

３  交付額の確定 

 本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額につ

いて、鳥取県地域共同施設災害復旧事業補助金交付要

綱（平成２９年４月１日付第２０１６００２００６４

４号鳥取県県土整備部長通知。）第３条第２項及び第５

条第３項の規定を適用して算定した額と、前記２の

(２)の交付決定額（変更された場合は、変更後の額と

する。）のいずれか低い額により行う。 

 

 平成  年  月  日付の申請書（以下

「申請書」という。）で申請のあった平成  年度鳥

取県中山間地域共同施設災害復旧事業補助金（以下「本

補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規

則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」

という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり

交付することに決定したので、規則第８条第１項の規

定により通知します。 

 
２ 略 
 

３  交付額の確定 

 本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額につ

いて、鳥取県中山間地域共同施設災害復旧事業補助金

交付要綱（平成２４年３月１９日付第２０１１００１

８４４０３号鳥取県県土整備部長通知。以下「要綱」

という。）第３条第２項の規定を適用して算定した額

と、前記２の(２)の交付決定額（変更された場合は、

変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

 

 

 

別表（見え消し版） 

 


